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Based on new design goals based on seismic resilience performance, research for reinforced concrete, steel and wood structures was 
conducted in order to realize and promote buildings with high-quality. Seismic resilience performance in this research was evaluated 
by seismic safety and restoration performance after earthquakes. Design examples focusing on particular members, such as walls and 
beams, show methods for calculating residual seismic performance, retrofit time and cost based on the amount of damage to each 
member during extremely rare earthquakes. 
 
［研究開発の目的］ 

耐震レジリエンス性能に基づいた新たな設計目標に基

づいて，建築物の地震時の被害状況の予測や被害を低減

するための対策等を事前に実施することで，建築物の所

有者や使用者のニーズにあった質の高い建築物の実現や

普及を図ることを目的として，研究開発を実施した。 

 
［研究開発の内容及び成果］ 
本研究開発では，耐震レジリエンス性能を「地震後の

耐震安全性」及び「地震後の復旧性」に基づいて評価す

ることとし，鉄筋コンクリート造(RC 造)，鉄骨造(S 造)，

木造(W 造)への適用を想定した評価手法を提案した。

「地震後の耐震安全性」は，日本建築防災協会で提案さ

れている構造躯体の耐震性能残存率 1)，「地震後の復旧

性」は衣笠・向井らが提案する理想修復時間（IRT）の

考え方例えば 2)を参考に評価を行っている。 

 RC 造では，共同住宅に用いられる 14 階建て連層耐力

壁架構を対象とした設計例として，静的載荷実験や

Pushover 解析の結果を用いて，図 1に示すように架構の

代表変形と耐力壁の損傷状態，耐震性能残存率や修復時

間，修復時間率（修復限界に対する余裕を示した数値）

の関係を求めると共に，等価線形化法によって求めた極

稀地震時の応答変位との関係を調べた。耐震性能残存率

は安全限界時にゼロ，修復時間率は修復限界時にゼロと

なる指標であり，それぞれの限界状態に対する余裕の程

度を示す指標として定義できる。上記とは別に，損傷し

たRC造梁の載荷実験を実施し，修復に掛かる時間の集計

や構造性能の回復の程度も確認した。 

 S 造では，ラーメン構造の事務所ビルを対象に，スカ

ラップ及びノンスカラップによる異なる梁端仕様につい

て，図 2 に示すように，梁端部の損傷度と被災度区分，

対応する修復方法とそれに掛かる時間やコストの計算方

法を整理した。また，4，9 階建ての設計例について，地

震動特性（極希地震，長継続時間地震，2 倍のレベルの

断層近傍地震）や計算方法（時刻歴応答解析，エネルギ

ー法），梁端部の仕様の違いが，損傷量や修復時間，コ

ストに及ぼす影響を検証した例えば 3)。梁端の損傷度 D 値

や断面寸法等の条件を入力することで，建物単位の修復

時間，コストを集計できる自動計算プログラムの開発も

行った。上記とは別に，体育館等に用いられる引張ブレ
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ース構造を対象とした振動台実験を実施し，最大変形と

ブレースの損傷状態の関係を検討した。 
 W 造では，戸建住宅に用いられる枠組壁工法について，

最大変形角，損傷状態，対応する修復方法とそれに掛か

る時間やコストの関係をヒアリング等に基づいて整理し

た。また，図 3 に示すように，2，3 階建ての戸建住宅の

設計例を対象とした時刻歴応答解析を実施し，壁倍率や

壁配置の違いが損傷量や修復時間，コストに及ぼす影響

を検証した例えば 4)。上記とは別に，事務所等に使用され

る CLT 構造の接合部を対象とした要素実験，部材実験を

実施し，振幅や繰り返し数等のパラメータが，ドリフト

ピンの曲がりや破断といった損傷に及ぼす影響や，各実

験における破断寿命の関係，エポキシ樹脂の充填やドリ

フトピンの増し打ちによる修復方法の効果も検討した。 

 また，ヘルスモニタリングや地上型レーザースキャナ

を活用して，地震後の継続使用性の判断や損傷箇所の検

出を行うことで，迅速な対応に繋げるための被災判定手

法についても，外部機関や民間企業と連携して，社会実

装に向けた検討を進めている。 

次期研究では，各構造で 1 種類の提示に留まっている

設計例を増やし，多様な建築物に耐震レジリエンスの考

え方を適用できるようにすると共に，耐震レジリエンス

の総合指標についても検討を進める予定である。 
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（a）代表加速度－代表変位関係 

  
（b）耐震性能残存率－代表変位関係 

 
（c）修復時間率－代表変位関係      (b)修復時間，コストの集計 (c) 耐震性能残存率と層間変形角の関係 

図 1 RC 造の評価例（共同住宅，耐力壁）      図 3 W 造の評価例（戸建住宅，耐力壁） 

損傷度 修復方法
損傷箇所
合計
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（人日）

費用
（円）

S湿式
S塗装
S乾式
S内装

M湿式 3.5 1.0 20,123
M乾式
M内装 4.0 1.4 30,811

L湿式 15.0 29.8 648,356
L乾式
L内装 20.5 9.6 215,678

43.0 41.8 914,967

大

中

小

合計

（a）梁端の修復時間，コスト (c) 入力地震動と修復時間，コスト等の関係 

図 2 S 造の評価例（事務所ビル，ラーメン） 

（b）地震応答解析で求めた梁端の損傷度 D 値 
 

（a）耐力壁の損傷状況（損傷大：オレンジ，中：黄色，小：緑） 


